
水道事業会計



円 円 円

１．営業収益

    (1) 給水収益      210,128,478
    (2) 受託工事収益  0

    (3) その他営業収益 8,311,000 218,439,478

２．営業費用

    (1) 原水及び浄水費 68,242,063
    (2) 給配水費     24,569,103
    (3) 受託工事費     0
    (4) 業 務 費      12,184,112
    (5) 総 係 費       13,264,289
    (6) 減価償却費  0
    (7) 資産減耗費  0
    (8) その他営業費用 0 118,259,567

営  業  利  益 100,179,911

３．営業外収益

    (1) 受取利息       2,413,492
    (2) 一般会計補助金   0
    (3) 負 担 金     8,472,000
    (4) 長期前受金戻入 0
    (5) 資本費繰入収益 0
    (6) 雑 収 益     1,159,613
    (7) 消費税及び地方消費税還付金 0 12,045,105

４．営業外費用

    (1) 支払利息    9,669,955

    (2) 繰延勘定償却   0

    (3) 雑 支 出     0
    (4) 消費税及び地方消費税    0 9,669,955 2,375,150

経  常  利　益 102,555,061

５．特別利益

    (1) 固定資産売却益 0

    (2) 過年度損益修正益 0

    (3) その他特別利益 0 0

６．特別損失

    (1) 固定資産売却損 0

    (2) 過年度損益修正損 130,967

    (3) その他特別損失 0

    (4) 予備費 0 130,967 △ 130,967

      当期純利益 102,424,094

      前期繰越利益剰余金 534,005,359

      その他の未処分利益剰余金変動額 0

      当期未処分利益剰余金 636,429,453

平成２７年度上半期  大竹市水道事業損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日まで）



１ 円 円 円 円

(1)

イ 203,423,489

ロ 333,648,578

△ 98,536,886 235,111,692

ハ 5,505,242,331

△ 2,780,723,159 2,724,519,172

ニ 1,070,920,114

△ 809,829,770 261,090,344

ホ 1,570,669

△ 1,482,621 88,048

へ 7,377,140

△ 6,415,671 961,469

ト 3,329,264

△ 749,084 2,580,180

チ 69,977,972

3,497,752,366

(2)

イ 25,663

25,663

(3)

イ 666,425,000

666,425,000

4,164,203,029

２

(1) 1,277,114,328

(2) 20,671,767

△ 2,128,075 18,543,692

(3) 3,405,638

(4) 9,190,240

(5) 8,445,643

1,316,699,541

３

(1) 3,013,953

3,013,953

5,483,916,523

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

平成２７年度上半期　大竹市水道事業会計貸借対照表
（平成２７年９月３０日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具,器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

繰 延 資 産

開 発 費

繰 延 資 産 合 計

資 産 合 計



４ 円 円 円 円

(1)

702,983,535

(2) 1,751,760

(3)

イ 6,790,000

ロ 83,188,000

89,978,000

794,713,295

５

(1)

21,560,134

(2) 510,930

(3)

イ 0

ロ 0

0

(4) 9,806

(5) 107,336,562

129,417,432

６

1,534,555,658

△ 707,189,742

827,365,916

1,751,496,643

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 702,983,535

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 21,560,134

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

収 益 化 累 計 額

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



７ 円 円 円 円

(1)

イ 34,905,000

ロ 1,038,455,211

1,073,360,211

1,073,360,211

８

(1)

イ 151,787,510

ロ 1,226,411,431

ハ 199,424,065

ニ 73,007,210

1,650,630,216

(2)

イ 71,000,000

ロ 301,000,000

ハ 636,429,453

1,008,429,453

2,659,059,669

3,732,419,880

5,483,916,523

組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当期未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計



重要な会計方針
資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具，器具及び備品

無形固定資産
・ 減価償却の方法(リース資産を除く。）

定額法
・ 耐用年数

施設利用権

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
地方公営企業法施行規則第５５条第２号の規定により，通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

引当金の計上方法
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため，当期末における職員に対する退職手当の要支給額
（85,604,000円）から，広島県市町総合事務組合における積立金相当額（2,416,000円）を控除
した金額を計上している。

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計上して
いる。

修繕引当金
・ 平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩す
こととしている。

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定

のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は70,204,692円である。

平成２７年度上半期　注記表　

Ⅰ
1

2
（１）

３８ ～ ６５ 年
１０ ～ ６０ 年
５ ～ ４０ 年
２ ～ ５ 年
３ ～ ２０ 年

（２）

２０ 年

（３）

3
（１）

（２）

（３）

4

Ⅱ



リース契約により使用する固定資産
賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に関する事項
未経過リース料相当額
1年内 千円
1年超 千円
計 千円

その他の注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し
平成27年度において，期末勤勉手当を支給するため，賞与引当金5,151,244円，法定福利費引当金

892,534円を取り崩した。

Ⅲ

4,686
6,254
10,940

Ⅳ



平成２７年度上半期　大竹市水道事業報告書

１．概    況

（１）総 括 事 項

   水 道 事 業

　　　本市の水道事業は，給水人口の減少や景気の影響に加え節水意識が定着していること

　　により，使用水量が平成６年をピークに年々減少しており，今後もこの傾向が続くと思

　　われます。

　　　このような状況下，安全で良質な水の安定供給を図りながら，歳出面においては経費

　　の節減等による経営の合理化に努める一方，歳入面においても積極的な収納確保に努め

　　ていきます。

　　　また，今後の課題として老朽化した施設の改築更新に対応していくためにも，計画的

　　な施設改良に取り組んでまいります。

  ①　営　　　業

　　　　平成２７年度上半期の有収水量は，1,625,594㎥（１日平均8,981㎥）で，平成２６

　　　年度下半期と比較して，64,996㎥（4.0％）の減少となりました。

  ②　建設改良（消費税及び地方消費税込み）

　　　　平成２７年度上半期に実施した主な工事(業務）は，以下のとおりです。　　

　　　　・立戸配水池管路敷災害復旧測量・調査・設計業務（平成２６年度繰越分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総工事費　　　 　４，１９０，４００円

  ③　経理の状況

　　　　平成２７年度上半期における収支の状況は次のとおりです。

　　　　　　収益的収支　　　　　　　　　　収入総額　　 ２３０，４８４，５８３円

　　　　　（消費税及び地方消費税抜き）　　支出総額　　 １２８，０６０，４８９円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差引利益額　　 １０２，４２４，０９４円

　　　　　　資本的収支　　　　　　　　　　収入総額　　 　　　　　　　　　　０円

　　　　　（消費税及び地方消費税込み）　　支出総額　　 　４１，２８９，９６５円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差引不足額　 　　４１，２８９，９６５円



該当事項なし

該当事項なし

平均給料月額 平均年齢

 ②　市長の同意を必要とする主要職員の任免

348,374円 22年9ケ月

（４）料金その他供給条件の設定，変更に関する事項

 ③　給与改定　

（２）議会の議決事項

（３）職員に関する事項

48歳8ケ月 10名

 予算繰越しの報告について

備　　　　考

 平成26年度大竹市水道事業会計決算の認定について

就  任  者

 ②  条例に関する事項

平均勤続年数

任免年月日 職　　名

 関する規程｣の一部を改正し，平成27年4月1日から施行しました。

 ①  予算決算に関する事項

人　 員

議決年月日 議案番号 件　　　　　　　　　　名

 ①  職員の平均給料

報告第3号

Ｈ27. 9.29 認第4号

Ｈ27. 6. 1

退  任  者

平成２７年　４月　１日 上下水道局長 平田　安希雄 稲田　正文

 　一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴い｢大竹市上下水道局職員の給与の支給に



２．工事の概況 　
（１）建設工事及び改良工事の概況

着工期日
竣工期日

(原水浄水設備改良事業） 円 年月日

小              計 0

(配水設備拡張事業） 円 年月日

小              計 0

(配水設備改良事業） 円 年月日

小              計 0

(配水設備改良事業〔繰越分〕） 円 年月日

0

0

（２）保存工事の概況

工事請負費等 材料費 計

円 円 円

原 水 及 び 浄 水 設 備 三ツ石調整池ミニUPS取替修繕 外２件 2,810,160 0 2,810,160

給 配 水 設 備 御園高区配水池水位計交換修繕 外１８件 7,468,535 0 7,468,535

量 水 器 設 備 量水器取替工事 2,397,712 0 2,397,712

12,676,407 0 12,676,407

工      事      名 工   事   内   容 総工事費 備    考

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

工 事 費
備　考

合 計

小 計

合 計

区 分 工 事 内 容



 給水
   戸数  比  率

     戸      戸      ％

12,451 99.7

比　率

     ％

97.4

99.4

97.7

99.4

95.5

98.9

100.5

101.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※上水道は，２ケ月後に料金が賦課されるので，配水量は２月から７月までが上半期となる。

県 用 水

合    計 2,031,203

有    収    率

１日平均有収水量

79.1%

8,937

80.0%

8,981

１日最大配水量

上  水  道

           　　　期別
種 別

平成２７年度上半期

配 水 量

     人

27,369

385,213

1,645,990

12,554

1,625,594

Ｈ27.3.17

有収水量

11,222１日平均配水量

   人口 比  率増  減

比　　　　較

     ％

 給水 給 水 戸 数 給水
   戸数

100.0

㎥

水 源 地

３．業  務

（１）業務量

  ①  給水戸数及び給水人口

平成２７年９月３０日現在年度別 比              較平成２７年３月３１日現在

  ②  配水量及び有収水量

増  減

12,455

     人

   人口

     人

△ 91△ 4

         区 分
種 別

給 水 人 口 給水

1,644,498

11,295

2,078,301

△ 2,498

     戸

27,460

△ 594

Ｈ27.1.13

平成２６年度下半期

13,148

1,690,590

387,711

△ 47,098

㎥ ㎥

△ 44,600

0.9

44

△ 73

△ 18,904

増   減



（１）重要契約の要旨

　①　工事請負契約

    該当事項なし

　②　業務委託契約

契約年月日 契  約  額 契約の相手方

円

Ｈ27.3.18 511,920,000

74,262,624

　③その他の契約

契約年月日 契  約  額 契約の相手方

円

Ｈ25. 1.18 41,376,300

Ｈ26. 4. 1 460,800

(41,837,100)

5,430,360

二段書きは上段が当初契約，下段が変更契約，（）内は合計額

㈱日立システムズ
中国支社

日立キャピタル㈱

上記のうち平成２７年度水道事業対象額

契約期間：Ｈ27.4.1～Ｈ32.3.31
上記のうち平成２７年度水道事業対象額

契    約    内    容

大竹市上下水道料金システム及び大竹市公営企業会計
システム等一式に係る賃貸借契約
（工業用水道事業・公共下水道事業との共同契約額）
　契約期間：Ｈ25.1.18～Ｈ30.3.31

４．会   計

契     約     内     容

防鹿水源地運転等管理業務
（工業用水道事業との共同契約額） ㈱ジェイ・チーム

西部支店



（２）企業債及び一時借入金の概況

  ①　企業債の概況

区     分 借  入  先 前年度末残高 当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

 円 円 円 円

財 務 省 255,283,680 0 12,438,597 242,845,083

　

地方公共団体
金 融 機 構

490,445,782 0 8,747,196 481,698,586

合　　　計 745,729,462 0 21,185,793 724,543,669

  ②　一時借入金の概況

    該当事項なし

（３）その他会計経理に関する重要事項

    該当事項なし

（４）受贈財産の取得状況

受贈年月日 種類 譲渡者名 受贈財産評価額

3,983,000合　　　　　　計

3,983,000エポックワン㈲H27.6.3
空気弁　２基

配水管

ＰＥ管 φ75 Ｌ＝340.0ｍ

仕切弁　６基

小方ケ丘１８５番７の一部

水 道 事 業


